


































対策として、平成 25 年度から平成 26年度の 2ヵ年で 22 万人の保育所定員を増やしたが、待機
児童は解消されていない。その後、平成 27 年度から 29 年度末までの 3 ヵ年で、30 万人分の定
員増を計画しているが、 近は隠れ待機児童まで明らかとなり、解消の見通しは立っていない。
保育所整備の促進に伴い増加した運営費の公費負担は、定員 10 万人に対して、年額で 400 億円
から 500 億円となっている。 
保育・子育て支援に関わる企業に勤務する筆者は、保育所を新設し、保育所定員を増やすだけ
の政策で、今後益々進行する少子高齢化社会に対応できるのか疑問に感じてきた。2015 年（平
















1944 年（昭和 19 年）には 2,000 箇所を超えるまでになったとされる。1現在、保育所を所轄す








その後の第一次ベビーブーム期（1947～1949 年）における合計特殊出生率は 4.0 を越え、保
育所の量的拡充が課題となった。加えて、高度経済成長の時代には、既婚女性の就業者数が増加
したことからも、保育所の整備促進が必要とされた。1965 年（昭和 40 年）には施設数が約１万
1,000 箇所、入所児童数が約 83 万人であったが、1975 年（昭和 50 年）には施設数が約１万 8,000
箇所、入所児童数は約 163 万人となり、10 年間で施設数は 7,000 箇所、入所児童数は 80 万人増
加した。しかし、第二次ベビーブーム期（1971～1974 年）以降は、1975 年（昭和 50 年）に出生
率 2.0 を下回ってから、出生数の減少ともあいまって、保育所の入所児童数は、1980 年（昭和
55 年）に約 200 万人に近づきピークに達した後、減少に転じた。 
1989 年（平成元年）の出生率が 1.57 まで低下したことは、当時「1.57 ショック」と呼ばれ、
少子化の深刻さが日本社会に認識されるきっかけとなった。政府は、仕事と子育ての両立支援な
ど、子どもを産み育てやすい環境づくりに向けての対策の検討を始めた。保育所利用児童数は
1980 年（昭和 55 年）から減少傾向にあったが、少子化対策として保育所整備も行われるように
なる。保育所利用児童数は 1995 年（平成 7年）から上昇傾向に転じ、再び、保育需要の増大に
よって待機児童の解消が課題となった。1994 年（平成 6 年）には、政府として初めての本格的
な少子化対策として、エンゼルプランが策定された。これに基づいて緊急保育対策等５か年事業
を計画し、保育サービスの量的拡大を図ることとした。これにより、全国調査による待機児童数
の公表も始まった。2また、2000 年（平成 12 年）には、「今後の増大と多様化が見込まれる国民
の福祉需要に対応するため」として、社会福祉基礎構造改革が行われ、社会福祉法人以外の民間
                                                  
1 参考文献 全国保育団体連絡会(1988)「戦後の保育運動」草土文化 
2 参考文献 稲毛文恵(2013) 立法と調査 No.345「保育の質から見た保育所の現状と課題」参議 
3 
 
事業者（営利団体）による保育所整備が促進されている。1999 年（平成 11 年）「少子化対策推
進基本方針」と、新エンゼルプランが策定され、待機児童ゼロ作戦などの施策が講じられた。し
かしながら、出生率は向上せず、2005 年（平成 17 年）には過去 低の出生率 1.26 を記録した。
その後、微増傾向が続いたが、2014 年（平成 26 年）には 1.42 となり、9年ぶりに前年を下回っ
た。 
少子化対策と並行して行われてきた待機児童解消の取組は、2001 年（平成 13年）に待機児童
ゼロ作戦、2004 年（平成 16 年）に子ども・子育て応援プラン、2008 年（平成 20 年）に新待機
児童ゼロ作戦、2010 年（平成 22 年）に待機児童解消先取りプロジェクトなど次々に実行された
が、待機児童の解消には至っていない。保育所の整備状況を見ると、2006 年（平成 18 年）の施
設数は 2万 2,699 箇所、利用児童数は 204 万 4,238 人であったが、その後、施設数、利用児童数




















とある。これを受けて、2013 年（平成 24 年）４月、新たに「待機児童解消加速化プラン」を策
定した。加速化プランでは、平成 25 年度と平成 26 年度を「緊急集中取組期間」とし、2年間で
約 20 万人分の保育の受け皿の確保を目指し、子ども・子育て支援新制度がスタートする平成 27
年度から平成 29 年度までを「取組加速期間」とし、保育ニーズのピークを迎える平成 29 年度末
までに、潜在的な保育ニーズも含め、前述の 20 万人と合わせて約 40 万人分を整備することとし
た。この目標はさらに上積みされ、50 万人分の保育の受け皿を確保し、待機児童の解消を目指
図表 1 保育所等定員数、利用児童数及び保育所数の推移 






27 年度は、市町村整備計画に基づき、約 8.2 万人分の保育の受け皿を確保するために、554 億円
が計上されている。その後、受け皿を 40 万人から 50 万人に増やしたことから、補正予算で 510
億円が計上されている。平成 28 年度は 7.2 万人分の受け皿確保に対して 510 億円であり、3 ヵ
年の合計予算が 2,310 億円であることから、保育所整備にかかる国の財政負担は保育定員一人あ
たり 70 万円程度と考えることができる。 
保育所定員を増やせば、必然的に子どもを保育する人材を確保する必要が出てくる。厚生労働





予算として、平成 27 年度から 29 年度の 3か年で、1,145 億円程度計上されている。 










平成 27 年度と 28 年度を比較すると、保育所整備が進んだことによる保育所等への給付額が 400
億円程増加して 6,500 億円（前年比 106.7%）になっている。加速化プランどおりに保育所整備
が進めば、平成 29 年度には、さらに 400 億から 500 億円程のランニングコスト増が見込まれる
ことから、社会的費用の増大が懸念される。一方、保育所等運営費と比較して、市町村が実施す
る地域の子ども子育て支援事業に当てられている予算は 0.1 兆円程度に止まっている。特に手の
かかる 0歳から 2歳児の 6割以上が「家庭内保育」の実態を考慮すると、国の子育て支援は、保
育所設置・運営に偏重しており、その「格差」は大きいと言わざるをえない。 
 
                                                  
3 参考文献 厚生労働省（2015）「保育士等に関する関係資料」 





















1995 年（平成 7 年）に実施された社会福祉基礎構造改革では、質の高いサービスの拡充と地域
福祉サービスの充実を掲げ、その実現の方策のひとつに「多様な主体による参入の促進」が挙げ
られており、翌年の児童福祉法改正により、民間事業者による保育所の整備が急速に進むことに














                                                  














平成12年 平成15年 平成18年 平成22年 平成26年
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育所運営費の削減額は 1億 4千万円とあり、2004 年（平成 16年）2月時点での三鷹市公立保育
所数は 16 箇所、定員は 1,357 名であったことから、児童一人あたり年額 10 万円程度の減額であ
ったと推察される。社会福祉法人日本保育協会が、公立保育所運営費の一般財源化や一部補助金
の交付金化などによる保育事業への影響などの実態について実施したアンケート調査では、「一
般財源化前の平成 15 年度と一般財源化後の平成 19 年度の入所児童１人当たりの経費は、全市平









図表 3であり、公立と私立では平均費用の差が、年額で 38 万 5,000 円となっている。 
仮に、図表 2にある平成 26 年 4 月時点での公立保育所 9,306 箇所を全て民営化したとして、
どの程度の財政的メリットがあるのか試算する。厚生労働省がまとめた平成 26 年度福祉行政報
告例によると、平成 26年 4 月 1日現在の公立保育所の入所者数は 83 万 4,845 人とある。7民営
化による児童一人あたりの運営経費削減額は、図表 3の平均である 38 万 5,000 円を用いて計算
した結果が図表 4であり、年間の運営費削減額は 3,214 億円に上ることが明らかとなった。 
 
図表 3 首都圏の市町村における児童一人当たりにかかる経費負担 （千円） 
















公立 2,327 2,566 1,833 2,060 1,839 1,352 1,392 1,910 
私立 1,712 1,932 1,414 1,690 1,504 1,177 1,248 1,525 
公立－私立 615 635 419 370 335 175 144 385 
（出典）各市町村のデータより筆者作成 
 
図表 4 保育所民営化により削減できる運営費（年額） 
  児童一人当たり経費（円） 入所児童数（人） 削減額（円） 
運営費削減額 385,000 834,845 321,415,325,000 
（出典）筆者作成 
 
                                                  
6 参考文献 社会福祉法人日本保育協会（2008）「三位一体改革により保育所運営費が大幅に削減」 


























図表 5 保育所運営に関する主だった基準（出典）児童福祉施設 低基準より筆者作成 
保育士の配置に関する基準 
乳児 概ね  3 人 ： 1 人以上 
満１歳以上満３歳未満の幼児 概ね  6 人 ： 1 人以上 
満３歳以上満４歳未満の幼児 概ね 20 人 ： 1 人以上 
満４歳以上の幼児  概ね 30 人：1 人以上 
保育室の面積に関する基準 
乳児又は満２歳未満の幼児 
乳児室 1.65 ㎡/1 人 
ほふく室 3.3 ㎡/1 人 
 満２歳以上の幼児 
保育室 1.98 ㎡/1 人 
遊戯室 1.98 ㎡/1 人 
                                                  





いるが、入所していないもの」とされている。平成 28 年 4 月 1 日現在の待機児童は 2 万 3,533
人であるが、都道府県や市町村が独自に補助する認可外保育所に入所している場合や、親が育児
休業を取得中の場合などは、厚生労働省が公表する待機児童数には入らないことから、これらの
いわゆる「隠れ待機児童」が 6 万 7,354 人に上ることが明らかになった。例えば、2013 年（平
成 25 年）に待機児童ゼロを達成して話題となった横浜市は、2016 年（平成 28 年）4月 1日現在
の待機児童は 7人だが、「隠れ待機児童」を含めると全国でもっとも多い 3,117 人となる。この

























約 1.27 倍の増加となっている。特に顕著なのが、1、2歳児の利用率の変化で、28.5％から 41.1％
となり、約 1.44 倍の増加となる。厚生労働省の試算では、待機児童解消加速化プランによる保
育の受け皿 50 万人分が確保されると、1、2歳児の保育所利用率は 48.0％になるとされている。 
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図表 6 保育所等待機児童数及び保育所等利用率の推移 
（出典）「保育所等関連状況取りまとめ（平成 28年 4 月 1日）より抜粋 
 
2016 年（平成 28 年）4月 1日現在の保育所利用児童数と待機児童数は、図表 7のとおりであ
る。全年齢児の保育所利用児童 245 万 8,607 人に占める、低年齢児（0～2 歳）の利用児童は、
97 万 5,056 人（39.7%）であるのに対し、全年齢児の合計待機児童 2万 3,553 人に占める、低年




図表 7 平成 28 年 4 月現在の保育所利用児童数と待機児童数 
  28 年度利用児童 28 年度待機児童 
低年齢児（0～2歳） 975,056 人 （39.7%） 20,446 人 （86.8%） 
  うち 0歳児 137,107 人 （5.6%） 3,688 人 （15.7%） 
  うち 1・2歳児 837.949 人 （34.1%） 16,758 人 （71.1%） 
3 歳以上児 1,483,551 人 （60.3%） 3,107 人 （13.2%） 






よると、「保活」を開始した時期は、妊娠期から出産後 6 ヶ月以内が 57%を占め、出産後 6 ヶ月
以降 1 年未満の 23%と合計すると、80%を占めることになる。実際に保活を経験した保護者の具
                                                  









または千葉県、神奈川県の待機児童が多い市町村に居住する 30 代から 40 代の女性 6名（複数の
子どもがいるためケースとしては 11 ケース）とした。 
インタビュー結果は、以下の通りである（図表 8参照）。 
① 復帰（入所）の時期に関しては、11 ケース中 9 ケースが 4 月からとなっている。厚労
省のアンケート結果と同様に、年度途中での入所が困難であることから、4月入所を選




② Ｃさんの場合、地方公務員であることから、3 年間の育児休業が認められており、第 1
子、第 2子ともに、1歳の誕生日を迎えて以降の 4月に入所している。地方公務員（女
性職員）の育児休業取得状況（平成 26 度承認）では、 も多いのは 6 ヶ月以上 1 年未
満の 26.9%だが、1 年以上が全体の 65.5%を占めており、うち 2 年 6 ヶ月超が 16.9％に
上る。10 このことは育児休業期間の延長が子育て支援施策として有効である可能性を
示唆しているとも考えられる。国も育児休業期間の延長を検討し始めている。朝日新聞
記事でも、平成 27 年度の育児休業給付額の平均は、月額 13 万 5千円で、給付期間の平
均は 10.1 ヶ月となっていることから、0 歳児を保育所で預かるよりも費用的には抑え
られるのではないかと指摘されている。11 
③ 認可保育所への入所希望が叶わず、待機児童または隠れ待機児童となったのは 11 ケー
ス中 5ケースだが、6人中 5人が経験していることになる。 








                                                  
10 参考文献 総務省（2015）「平成 26 年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果」 



























本論文では、「もしも 0 歳児保育をやめたなら」という仮定のもと、0 歳児保育を全て廃止し
た場合について検証してみる。首都圏の自治体が公表する年齢別の月額保育経費をまとめたもの
が図表 9である。 















0 歳児 623,207 411,324 373,294 292,333 393,333 207,586 383,513 
1 歳児 270,358 207,158 195,057 232,583 224,166 148,072 212,899 
2 歳児 236,677 185,637 177,559 221,666 224,166 134,195 196,650 
（出典）各自治体の公表資料より筆者作成 
これによると、0 歳児の平均保育経費は月額 383 千円、1 歳児は 212 千円、2 歳児は 196 千円




図表 10 第 3 回東京都子供・子育て会議資料にある年齢別保育経費 
  Ａ区 Ｂ区 Ｃ区 Ｄ市 Ｅ市 平均② 
0 歳児 345,151 268,840 410,108 310,000 379,335 342,687 
1 歳児 214,708 208,691 294,545 148,000 219,892 217,167 
2 歳児 188,369 190,480 183,185 30,000 179,502 174,307 
（出典）東京都福祉保健局ホームページより筆者作成 
 
図表 11 図表 9及び図表 10 の平均保育経費（＝本論文の年齢別平均保育経費） 
  0 歳児 1 歳児 2 歳児 
①②平均（月額） 363,100 215,033 185,479 
①②平均（年額額） 4,357,198 2,580,397 2,225,743 
 
図表 11 の平均保育経費と平成 28 年 4月時点での待機児童数を基に、0歳児保育を廃止したス
ペースと保育士を活用し、 大限まで 1歳児及び 2歳児の保育定員を拡充する場合、どのような
結果になるか試算した（図表 12）。これにより確保できる定員は 1、2 歳児合計で約 20 万人と







図表 12 0 歳児保育を廃止した場合に増加可能な 1・2歳児の定員（ 大値） 
年齢 人数 経費/人（千円） 年齢別経費（千円） 面積（1人） 保育士（配置基準） 
0 歳児（廃止） 137,107 4,357 597,375,199 678,679 ㎡（4.95 ㎡） 45,703 人（3：1） 
1 歳児（拡充） 97,933 2,580 252,667,140 484,769 ㎡（4.95 ㎡） 16,323 人（6：1） 
2 歳児（拡充） 97,933 2,225 217,900,925 193,908 ㎡（1.98 ㎡） 16,323 人（6：1） 
      △126,807,134  △ 2 ㎡ △13,057 人 
（出典）筆者作成 
 
0 歳児保育を廃止した事例は過去にもある。三鷹市は、2013 年（平成 25 年）4月に、0歳児保
育を実施する公立保育所 15 箇所のうち 2 箇所で 0 歳児保育を廃止した。三鷹市が、0 歳児保育
を利用する保護者を対象に行ったアンケート結果によると、約７割が「1、2 歳から入園させた
い」と回答したが、1、2歳児での入所が困難なことから、育児休業期間を短縮して、0歳児で預
けている実情が明らかとなった。当時の三鷹市の待機児童数は 2012 年（平成 24 年）4月時点で
128 人となっており、その内訳は 0歳児 19 人、1歳児 69 人、2歳児 40 人で、3歳児以上はいな
かった。12そこで、公立保育所 2 箇所の 0 歳児定員合計 18 名を廃止し、1、2 歳児の定員を合計
28 名拡大する方法を選択している。しかし、この時は市側から住民への説明が不足していたこ
とにより、0歳児保育の申込を予定していた保護者からは困惑の声があったとある。一方で、草





日本では 1989 年（平成元年）の 1.57 ショック以降、様々な少子化対策が行われてきたが、出
生率は向上せず、2005 年（平成 17 年）には過去 低の出生率 1.26 を記録した。その後、微増
傾向が続いたが、2014 年（平成 26 年）には 1.42 となり、9年ぶりに前年を下回った。フランス
やスウェーデンでは、出生率が 1.5 から 1.6 台まで低下した後、回復傾向となり、近年ではフラ
ンスが 1.98（2014 年）、スウェーデンが 1.88（2014 年）となっている。これらの国の子育て支
援政策にはどのような特徴があるのか。第 3 章の民営化により得られた財源 3,482 億円と第 4
章の0歳児保育の需要抑制により得られた財源1,268億円の合計4,482億円で実現が可能となる
新たな子育て支援施策について検討するため、諸外国の子育て支援を、｢育児休業と休業給付｣、
                                                  
12 参考文献 読売新聞（2014.11.7） 
13 参考文献 草加市保育園父母連合会ホームページ http://www.soka-fuboren.org/syoukai/index.html


























日本の育児休業取得率は年々上昇しており、2015 年（平成 27 年）には、女性は 81.5％となっ
ているが、男性の取得率はまだまだ低く 2.65%となっている。14平成 26 年度の男女合計の育児休
業取得者数は 27 万 4,935 人で、日本で年間に生まれる子どもの数が 100 万人程度であることか
ら考えると、全出生数に占める育児休業取得者数は 25%程度であると推測される。また、育児休
業給付の平均受給期間では、女性が 10.1 ヶ月であるのに対し、男性は 3.2 ヶ月と短く、受給総






り、子が 8歳になるまでの間に、父親・母親それぞれが 240 日間の育児休業を取得可能で、うち
                                                  




育所利用は原則としてはなく、保育所の対象年齢は 1歳から 6歳までとなっている。 
インタビューに協力してくれたＡさんの場合、第 1子出産時に雇用保険に加入していたが、過











図表 13 平成 26 年度の育児休業給付の支給状況 
 受給者数（人） 平均受給月額（円） 平均受給期間（月） 給付総額（千円） 
男性 5,473 178,267 3.2 3,152,831 
女性 269,462 126,126 10.1 342,567,606 
合計 274,935 178,267 9.9 345,720,437 







江戸川区は、東京都 23 区で出生率がもっとも高く、平成 25 年度は 1.45 となり、東京都区部
の平均である 1.16 を大幅に上回り、全国平均の 1.43 をも上回る数字となっている。その江戸川
区では、公立保育所で 0歳児保育は実施せず、独自の乳児養育手当を支給している。江戸川区の
ホームページには「赤ちゃんにとって、一番大切な時期を保育に専念していただくための経済的
支援を目的としています。」15とあり、結果として、江戸川区では 0 歳児の 85％を自宅で育てて
いる。 
 
                                                  
15 参考文献 江戸川区ホームページ「乳児養育手当について」
https://www.city.edogawa.tokyo.jp/kosodate/kosodate/teateshien/youiku.html（ 終検索日：平成 28




の児童に限り、第 3子以降に 5,000 円の多子加算を受けられるが、それ以外には加算がない。出
生率の高いフランスやスウェーデンでは、第 2子、第 3子と多くの子どもを産むと、より多くの
手当を受けられる仕組みとなっており、出生率の向上に寄与していると考えられる。日本とフラ
ンスを比較したものが図表 14 になる。日本では、子ども 1人の場合に支給される手当の総額は
400 万円、2人では 800 万円、3人では 1,300 万円となる。フランスでは、1人の場合 600 万円と
日本とあまり変わらないが、2人の場合 1,900 万円、3人の場合 3,900 万円となり、差が大きく
広がる。16 







が図表 15 となる。 










月額（円） 年額（円） 給付額（円） 
0 歳児 1,000,000 △250,000 0 750,000 20000 240000 180,000,000,000 
1 歳児 1,000,000 0 △450,000 550,000 20000 240000 132,000,000,000 
2 歳児 1,000,000 0 △450,000 550,000 20000 240000 132,000,000,000 
合計             444,000,000,000 
（出典）筆者作成 
                                                  




















育ママが預かれる子どもの数は 3 人までとなっている。平成 28 年 4 月現在、205 名の保育ママ
がいることから、615 人分の 0歳児保育枠を、保育ママが担っていることになる。フランスでは、
0 歳から 2 歳児の 50%以上の保育供給量をカバーしているが、うち 70%以上は保育ママにより賄
われている。日本でも、保育ママ制度は、以前から存在しているが、2016 年（平成 28）年の保






















ろばや一時保育施設の充実を提言したい。2016 年（平成 28 年）4 月現在における、0 歳から 2
歳児の保育所利用率は、32.4%（97 万 5,056 人）となっている。すなわち、約 200 万人の 3歳未
満児は、家庭で保育されているということである。核家族化や地域との関係の希薄化などにより、
家庭や地域における子育て力が低下し、産後うつによる育児放棄や児童虐待等が問題となる中、

















を示唆することである。論文の執筆も終盤に差しかかっていた 2016 年（平成 28 年）12 月 22 日、
「幼児教育・保育料を無償化 全国初 守口市、来年 4月から」という記事が産経新聞に掲載さ
19 
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